
平成19年度（対18年度実績） 作 成 日事　務　事　業　評　価　表 年 月 日平成 19 5 29

部局名 安全環境部 所属名 戸籍住民課 所属長名 目良　太一 電 話 483-1151 内線3120

1．事務事業の位置付け・概要（ＰＬＡＮ）

コード 3085 事務事業名称 支所運営管理事業 短縮コード 経常 臨時3085 3086

予算区分 会計 01 一般会計 款 02 総務費 03 戸籍住民基本台帳費 目 02 支所費

区 分
自治事務

その他

法定受託事務
根拠法令等

民法・戸籍法・地方自治法・住民基本台帳法・印鑑条例等

事業概要（事務事業を開始したきっかけを含めて記入）

・昭和２９年町村合併及び昭和３２年住宅団地開発時に併せて支所、連絡所が設置され、戸籍、住民基本台帳、印鑑登録等の本来業務の他、市税等の受領及び関係各課
の届け出の取次ぎ等を行っている。

２．事務事業の目的・指標・実績（ＤＯ）

１８年度と同じ

・支所利用者　・市関係部署

①届出申請受理　②編製　③入出力　④証明書等の交付
①他部署に係わる申請書等の受理　②送付
①他部署の納付金の受領

・個人情報の保護を図り、正確迅速・親切丁寧に不便を感じさせないサービスを提供する。
・他部署の業務に関する情報を提供し、市民サービスの向上を図る。

・地域の利便性を確保するとともに地域の発展に寄与できる。

対象
（誰を何を対象にし
ているのか）

手段
（具体的な事務事業
のやり方、手順、詳
細）

意図
（何を狙っているの
か）

結果
（どんな結果に結び
つけるのか）

区  分

事務事業を取り巻く状況の変化　又、今後の変化の推測 ５本の柱（章）

大項目（節）

中　項　目

小項目（施策）

細　項　目

実 施 計 画 の 
計 画 事 業

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

対象指標

活動指標

成果指標

上位成果指標

戸籍・住民基本台帳・印鑑登録という事務より、福祉・税等の事務範囲
と量が大きくなってきている。

総
合
計
画
の
施
策
体
系

計画事業の位置付けの有無 計 画 事 業 期 間 ～ 計 画 事 業 費

１７年度 １８年度 １９年度

実績 計画 実績 計画
単位

項

06

01

03

01

02

184,979 187,000 186,650 189,000

292,189 308,500 286,811 305,500

1.58 1.65 1.54 1.62

部署

人

件

件

計画推進のために

パートナーシップによる市政運営と市民自治の推進

市民サービスの向上を図る行財政運営の確立

 

効率的な行政運営の確立

 

組織機構などの簡素化

 

人口数（外人登録者数を含む）

支所・連絡所を利用する部署数

取り扱い件数

取り扱い件数/人口数

※平成19年度に計画していること:

※平成18年度に実際に行ったこと:

千円



１７年度 １８年度 １９年度

実績 計画 実績 計画
単位

国

県

地方債

一般財源

その他

財源内訳

千円

千円

千円

千円

千円

主な事業費の内訳

千円

千円ト ー タ ル コ ス ト (A)＋(B)

人件費(B)

光熱水費
３５８７
千円
通信費
１６６２
施設維持及び機器借上げ料
６７７１

光熱水費
３９２２
千円
通信運搬費
２０４０
委託料
１２７２
使用料及び賃借料

光熱水費3,500
通信運搬費1,660
ﾌｧｸｼﾐﾘ保守業務委託料361
機械警備委託料428
家賃及び共益費2,708
行政ﾌｧｸｼﾐﾘ借上1,660

光熱水費3,922
修繕料2,529
通信運搬費2,040
委託料1,272
使用料及び賃借料
5,532

事
業
費

評価
類型

３．事務事業の評価(ＳＥＥ)

評価事項 評価区分 理　　　　　由

結び付いている

結び付くが見直しの余地がある

結びつきが弱い・ない

評価対象外事項

達成している

達成していない

評価対象外事項

可能性はある

可能性はない

評価対象外事項

現状のままでよい

見直す必要がある

評価対象外事項

有効性向上の可能性がある

効率性向上の可能性がある

両方可能性がある

可能性がない

民間委託等

臨時的任用職員等の活用

ＩＴ化等業務プロセスの見直し

受益者負担の見直し

類似事業との統合・役割見直し

上記以外の方法

ある

ない

類似
事務
事業
名称

１

２

①事業目的が上位の施策に結びつ
いているか？

②すでに所期目的を達成している
か？

※「達成している」を選んだ場合、⑥
に進んでください。

③民営化で目的を達成できるか？

※民営化・・・事務事業の全部又は一
部の実施主体を全面的に民間事業者等
に移行すること。

（民間委託は、権限に属する事務事業
等を委託することで、民営化とは異な
る。）

④「対象」・「意図」の設定は現
状のままで良いか？

⑤今後、有効性や効率性を向上さ
せる可能性はあるか？
　可能性がある場合は、⑤－２，
３を記入する。
　可能性がない場合は、理由を記
入する。

⑤－２

　有効性や効率性を向上さ
せる手段は何か？
　該当する手段を選択し、
具体的な方法と得られる効
果を記入する。手段が｢類似
事業との統合・役割見直し｣
である場合は、該当する類
似事業を記入する。

⑤－３
　推進にあたっての課題はあ
るか？(一時的な経費増・市
民の理解等）

(A)

実施主体

実施主体

(所管部署)

(所管部署)

コード 事務事業名称 所属名

目
的
妥
当
性

有
効
性
・
効
率
性

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

14,096 13,069 12,222 15,519

コード 事務事業名称 支所運営管理事業 所属名 戸籍住民課

239,351.7 252,703.2 239,080.8 254,890

253,447.7 265,772.2 251,302.8 270,409

　支所の運営については、効率的な行政運営の確立の施策を円滑に遂行する為、組織機構など
の簡素化に努めているので、結びついている。

　職員の接遇能力の向上を図るとともに、業務に対する一層の習熟に努める。

　一部、法定受託事務を含むため、民営化には馴染まない。

　事務事業実施の目的は、現状と変わらない。

　運営管理事業であり現状では、窓口業務におけるサービスの一定水準を維持していることに
より、現状のまま事業を推進したい。

　

　

3085



改革・改善して継続

手法プロセスの改革・改善

事業規模の拡大・縮小

統合・役割見直し

その他

廃止

休止

現状のまま継続

改革改善して継続

手法プロセスの改革・改善

事業規模の拡大・縮小

統合・役割見直し

その他

廃止

休止

現状のまま継続

⑥この事務事業の今後の方向性を選
択し、その詳細について右欄に記入
する。

⑦この事務事業の今後の経費・成果
の方向性について選択し、右欄に理
由を記載する。

今
後
の
方
向
性

この事務事業に対する市民や議会の意見（担当者が把握している意見）
※内部サービス業務の場合は、住民ではなく、サービス利用者、関連部門の意見や実態など

所
属
長
コ
メ
ン
ト

評
価
調
整
委
員
会
意
見

向　上

不　変

低　下

削　減 不　変 増　加

成
　
果

経　　費

コード 事務事業名称 所属名コード 3085 事務事業名称 支所運営管理事業 所属名 戸籍住民課

・運営管理事業であり、現状では窓口業務におけるサービスの一定水準を維持していること
により、現状のまま事業を推進したい。

・窓口業務におけるサービスの一定水準を維持していることにより、現状の
まま事業を推進するため。

・議会、監査より支所連絡所の統合について問われた。
・市民から八千代緑ヶ丘駅周辺の市街化の進展に伴い、高津支所の位置のあり方を問われたことがある。

　支所での業務は戸籍住民課の業務だけでなく他部署の取次ぎ業務等も行っており、窓口業務に携わる職員には適切かつ丁寧な対応と幅広い知識が求められておりま
す。このような状況の中で、支所に対する市民の不満もいくつかある一方、地域住民の利便性の向上に大きく寄与しているものと思われます。

施策との結びつきについて見直しを行い，どの施策を達成するために行っている事務事業なのか見つめ直す必要があり。


